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○ バリアフリー法とは・・・ 

高齢者、障害者、妊婦、けが人などの、移動や施設利用の利便性と安全性の向上を図るため、次の２つの大きな

柱によりバリアフリー化を推進するものです。 

【公共交通機関、建築物、公共施設等のバリアフリー化の推進】 

公共交通機関（駅・バスターミナルなどの旅客施設、鉄道車両･バスなどの車両）、並びに特定の建築物、道路、

路外駐車場及び都市公園を新しく建設･導入する場合、それぞれの事業者･建築主などの施設設置管理者に対して、

施設ごとに定めた「バリアフリー整備基準（移動等円滑化基準）」への適合を義務づけます。また、既存のこれら

の施設等について、基準適合するように努力義務が課せられます。 

【重点整備地区のバリアフリー化の推進】 

市町村は、バリアフリー法に基づき、鉄道駅等の旅客施設を中心とした地区などで、高齢者、障害者などが利用

する施設が集まり、施設間の移動が通常徒歩で行われる地区(重点整備地区)において、公共交通機関、建築物、道

路、路外駐車場、都市公園、信号機などのバリアフリー化を重点的かつ一体的に推進するため、｢バリアフリー基本

構想｣を作成します。 

○ バリアフリー基本構想とは・・・ 

重点整備地区において、鉄道駅等の公共交通機関、道路や公園等の公共施設、高齢者、障害者等が利用する公共

的な建築物等のバリアフリー化を重点的かつ一体的に推進するため、重点整備地区の範囲、バリアフリー化のため

に実施すべき事業（特定事業等）の内容等を定めるものです。 

なお、基本構想策定後は、各事業者が基本構想に基づき具体的な事業計画を作成し、重点整備地区内のバリアフ

リー化の事業を実施することとなります。 

横浜市では、原則、基本構想策定から5年後を目標に事業を実施していきます。 

○ これまでの取り組みについて・・・ 

横浜市では、これまで16地区（関内駅、鶴見駅、横浜駅、新横浜駅、三ツ境駅、戸塚駅、

上大岡駅・港南中央駅、都筑区タウンセンター、星川駅、本郷台駅、大口駅・子安駅、二俣川

駅、金沢文庫駅・金沢八景駅、いずみ中央駅・立場駅、杉田駅・新杉田駅、阪東橋駅・黄金町

駅の各駅周辺地区）を対象に基本構想を策定しています。 

■ その他配慮を要する事項 
 

（１）国道２４６号市ヶ尾歩道橋のバリアフリー 

国道 246 号に架かる市ヶ尾歩道橋は、バリアフリー

法の制定以前に整備されていることから、スロープの勾

配等が現行基準に適合していないため、バリアフリー化

を図る必要がある。しかし、エレベーター設置等バリア

フリー化を図るには、沿道住民の協力を得て新たに道路

用地を取得する必要があるなど、早期の解決は難しい状

況である。このため、市が尾駅から青葉区役所までの生

活関連経路は、複数の経路を併せて設定し、今後歩道橋

においてバリアフリー化が図られるよう機会を捉えて

「エレベーター設置の検討」を行うよう位置付けた。 

 

（２）歩道の適切な維持管理 

市が尾駅周辺地区は起伏のある地形であるため、勾

配の改善が困難な経路が多く、できる限り歩きやすさを

向上させるため、歩道の平坦性を確保していくことが重

要である。市ケ尾商栄会沿いの歩道では、車の乗り入れ

等による痛みや老朽化でインターロッキングに不陸が

生じており、つまずくという意見が多数あり、舗装の改

修等の機会を捉え適切な維持管理が行えるような舗装

材に変えていくなどの配慮が必要である。 

 

（３）建築物のバリアフリー 

建築物内のバリアフリー化については、建築物の所有者、

管理者、占有者（テナント）の三者が協力してバリアフリ

ー化する必要があり、建替え等の大規模な改修の機会でな

ければ整備が実施できないなどのケースもある。 

そのため、本基本構想において生活関連施設として設定

した建築物内のバリアフリー化について建築主等は、建築

物移動等円滑化基準の考え方を十分認識の上、できるとこ

ろから既存施設のバリアフリー化に努める。また、建替え

等の大規模な改修時などの機会を捉えて、同基準への適合

を図るものとする。 

 

■ 基本構想策定後の事業推進にあたって 

 

 

 

 

 ■ これまでの経緯と今後の進め方 
 
学識経験者、高齢者・障害者等の市民の皆さま、関係

する事業者・行政機関などから構成される市が尾駅周辺

地区部会を設置し、検討を進めてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■ 市が尾駅周辺地区バリアフリー基本構想における重点整備地区の範囲 

 

市が尾駅周辺地区は、「青葉区総合庁舎」や「緑税務署」、「緑県税事務所」、「青葉区福祉保健活動拠点」などの行政

施設や福祉施設が集積しています。 

これらの主要な施設を含む範囲を重点整備地区に設定し、バリアフリー基本構想を策定しました。 
 

≪お問い合わせ先≫ ■横浜市道路局 計画調整部 企画課 計画調整担当 

〒231-0017 横浜市中区港町1丁目1番地  

TEL：045-671-4086 FAX：045-651-6527 E-mail：do-barrierfree@city.yokohama.jp 

■横浜市青葉区役所 総務部 区政推進課 企画調整係 
〒225-0024 横浜市青葉区市ケ尾３１番地４ 
ＴEL：045-978-2217 FAX：045-978-2410  E-mail：ao-kikaku@city.yokohama.jp 

詳しく御覧になりたい方は、道路局企画課、青葉区役所区政推進課及びホームページにて、 

基本構想の閲覧を行っています。 

「道路局 市が尾駅周辺地区バリアフリー基本構想」で検索！ 

横浜市道路局計画調整部企画課 平成 28 年 3 月 

◆円滑な各種特定事業計画の策定と事業の実施を推進します。 

◆事業の進捗管理や事業評価の方法について検討します。 

◆事業の進捗状況や事業内容について、広く市民の皆様にお知らせするように努めます。 

◆新たな技術開発の動向を踏まえ、必要に応じてバリアフリー化のための事業の見直しを検討します。 

基 本 構 想  

● 基本構想原案の提案 

 

各事業者は、基本構想に基づいて 

特定事業計画を策定し、 

原則、平成 32 年度までを目標に事業を実施 

● まちあるき点検結果等の整理 

● 地区の課題と対応策の検討 

 

事業者との調整 

法に基づく事業者との協議 

第４回 
(H27.12.8) 

第３回 
(H27.7.3) 

第２回 

(H26.12.15) 

第 1 回 
(H26.8.19) 

バリアフリーに 
関する情報募集 

（H26.10.10～11.10） 反映 

● まちあるき点検ワークショップ 

市が尾駅周辺地区部会 
 

● バリアフリー法や基本構想の
内容把握 

● 地区の現状把握 など 

● バリアフリー化を図る経路・
生活関連施設等の検討 

● まちあるき点検の企画 など 

 

参 考

 

 

市が尾駅周辺地区 

バリアフリー基本構想 

紙へリサイクル可 

 

横浜市では、「横浜市福祉のまちづくり条例」に基づき、市

民・事業者と横浜市が協働し、地域福祉活動の一層の促進や、

ソフトとハードの環境整備の推進を目指して、様々な取り組

みを進めています。 

また、各区の拠点駅周辺において、「高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」に基づ

き、バリアフリー基本構想制度を活用し、駅周辺の一体的な

バリアフリー整備を推進しています。 

このたび、青葉区総合庁舎や、緑税務署、緑県税事務所、

青葉区福祉保健活動拠点など、青葉区の行政・福祉施設など

が集積している市が尾駅周辺地区を対象に、「バリアフリー基

本構想」を策定しました。 

 

概要版 

市が尾駅周辺地区の位置 

 

青葉区マスコットキャラクター 

なしかちゃん 
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■生活関連施設 
 高齢者、障害者等が日常生活ま
たは社会生活において利用する
旅客施設、官公庁施設、福祉施設
などの施設。 
 主として、「①高齢者や障害者
等を含む不特定多数の人が利用
する施設であること」かつ「②そ
の施設へ至る手段が、主に駅から
の徒歩によること」という条件を
満たす施設。 
 
■生活関連経路（Ａ） 
 生活関連経路のうち、法に基づ
く移動等円滑化基準及び横浜市
福祉のまちづくり条例の整備基
準に沿った整備を実施する経路、
または、すでに両基準に沿った整
備がなされている経路。 
 
■生活関連経路（Ｂ） 
 生活関連経路のうち、地形や市
街化の状況等、その地域固有の制
約のため、生活関連経路（A）に
設定できないが、経路の道路機
能・役割を考慮し、可能な限り法
に基づく移動等円滑化基準等に
沿った整備を実施する経路（横浜
市独自の取り組みとして設定）。 
 

●平成3２年度までを目標に整備する 

◆今後機会を捉えて整備を検討する 

■過去から継続している、継続的に実施する 

生活関連施設 
（交通施設） 
 
生活関連施設 
（建築物） 
 
生活関連施設 
（公園） 

生活関連経路(A) 

 

生活関連経路(B) 

 

鉄道路線・駅 

 

施設出入口 

重点整備地区 

＜凡例＞ 

 

■ バリアフリー化を図る施設及び経路と主な事業の内容  

 
 

 


